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第 lの分類は，しばしば使われている「経済部門の体系的分類」である。こ
の分類基準は経済政策の意思形成の客観性が存在する個々の経済分野である。
このいわば「部門的分類」は経済政策を体系的に把握する場合には，僅かに特
徴があるにすぎない。この分類は様々な経済分野の手段（例。市場参入の規制，
補助金，関税，直接統制など）に適用できるが，マクロ経済の重要な政策手段
（例。財政政策，金融政策の各手段）は分類されていない。この部門的分類に
関連する分類として ピュッヒャァ（K.Bucher）は生産政策手段（Mittel 
der Produktionspoli tik），市場政策手段（Mittelder Marktpolitik）及び所得
政策手段（Mittelder Einkommenspolitik）に区分している。附
第2の分類は，キルシェン（E.S. Kirschen）並びに共著者が提示した分類
基準，すなわち，「政策手段の相互依存原則」 ( das Prinzip der sachlichen 
Zusammengehorigkeit von Instrumenten der Wirtschaftspolitik）によるも
のである。この分類基準に基づいて，キルシェンなどは財政政策の28手段，金
融・信用政策の17手段，為替レート政策の 2手段，直接統制の16手段，制度的
枠組み条件の変更の11手段，計74の政策手段に分類している 015 
キルシエン並び、に共著者はそれらの政策手段が1949～1961年間における欧米
8か国（ベルギ一，当時の西ドイツ，フランス，イギリス，イタリア，オラン
ダ，ノルウエー，米国）においてどのように適用されているのかを調べている。
キルシェンなどは16の政策目的に対する74の政策手段（内訳は上記の手段）の
階序を試み，実際には財政政策と直接統制に特典を与えている。
しかし，政策手段の階序には若干の矛盾がある。そこで トウ一フトフエル
トは経j斉政策のあらゆる領域に適用で、きる「道徳的説得」（MoralSuasion）の
概念（図3一1）や金融政策を考慮に入れることを提案している 016 
第3の分類は，ゲフゲン，デユツルが提示した分類基準，すなわち，「国家
の役割」（Rolleder Staat）という視点から分類したものである。
ゲフゲン（G.Gafgen）は財政政策手段（Instrumen te der Fisk al poli tik ) , 
金融・貨幣政策手段 (Instrumenteder Geld-und W ahrungspolitik），直接
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図3-1 道徳的説得の概念
「一情報増大
「一情報の客観性の内容一寸
｜ 」一旦伝
道徳的説得一~
｜ 「一自発的行動の変化
I 意図した行動に影響 ｜ 
を及ぼす程度 L 自由意思の行動の結びつき
資料： Tuchtfeldt,E., Bαusteine zur Theorie der Wirtschαiftspoliti九 2.Aufl., 
Bern 1987, SS. 284-289 （トゥー フトフェルト、 E. 『経済政策論の礎石』第2版、
ベルン、 1987年、 284-289頁）、により作成。
統制手段 Onstrumenteder direkten Kontrollen），制度的変更手段（Instrume-
n teder ins ti tu tionellen Anderungen）に分類している 016 
デユツル（E.D註rr）は経過政策手段を貨幣政策手段 Onstrumenteder Geld-
politik），財政政策手段，価格政策手段及び賃金・所得政策手段（Instrumente 
der Preispolitik und Lohn-und Einkommenspolitik）に分類している。デユツ
ルは価格安定，景気安定完全雇用 国際収支均衡，経済成長という共通した
政策目的を達成するために，どのような政策手段を組み合わせて投入すれば良
いのかを提言している。附
第4の分類は， トゥーフトフェルトが提示した分類基準 すなわち，「経済
政策の諸問題を解決すべき方法は何か」（WelcherMethoden werden wir句ol・
itische Probleme gelost konnen ? ）という視点に立った分類である。この分
類は経済法制の助けを借りるか否かという視点から分類したものである。経済
法制の助けを借りた規範を経済政策は適用している。これに基づいて， トゥー
フトフェルトは政策手段を道徳的説得 ミクロ経済活動の法的枠組み条件の手
段（Instrumente der rechtlichen Rahmenbedingungen der mikro凸konomi-
schen Aktivitat) , ミクロ経済の詳細な調整手段（Instrumente der mikroo-
konomischen Detailsteuerung），金融政策手段，財政政策手段，外国経済政
策手段 (Instrumenteder Auβenwirtschaf tspoli tik）に分類している。16
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第5の分類は，クリユーガァ（R. Kruger）が提示した分類基準，すなわち，
経済政策の担い手である「国家の政策手段と国家以外の担い手の政策手段の区
別」（Unterscheidungvon den Instrumenten der staatlichen Wirtschafts-
politik und den wirtschaftspolitischen Mitteln der sonstigen Trager）に基
づいて分類したものである。クリユーガァは政策手段を純粋にあるいは優位な
秩序政策の様式の手段（Maβnahmenrein oder iiberwiegend ordnungspolit-
ischer Art），秩序政策や経過政策の性格を同時に備えた手段（Instrumen-
tarium zugleich Ordnungs-und Alaufspolitik），純粋にあるいは優位な経過
政策の手段（Reinoder iiberwiegend ablaufspolitische Instrumente）に区分
している。出
以上のような政策手段の実質的分類ないし特殊的分類は，政策手段をかなり
問題なく階序しているので，主要な分類の柱で政策手段全体を展望できる。こ
のことはこの分類の長所である。さらに 選択した政策目的の達成を図るため
に投入すべき政策手段の選択や組合せを可能にさせるとともに，政策目的と政
策手段の整合性を考究するのに役立つている。
3 主な文献における政策手段の慣用的分類
主な文献として，ティンベルヘン（J.Tinbergen) , トゥーフトフェルト，
ツイツン（K.G. Zinn) ピュッツ ゼ、ラフイー ム， シュミット（K. -H. 
Schmidt），メーラァの各文献を取り上げる。これらの文献における政策手段
の特色ある慣用的分類を要説する。
(1) ティンベルヘンの政策手段の分類
テインベルヘンは政策手段を量的政策手段と質的政策手段に2区分している。
量的政策手段（meansof quantitative policy）とは「所与の経済構造や特定
の政策パラメーターあるいは特定の政策手段の質的枠組みの中の変化を意味す
る」附政策手段のことである。言い換えれば，量的政策手段とは国民経済全
体の経済構造あるいは経済基盤を変えずに特定の定まった社会構造の中で使え
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るような政策手段である。この政策に基づく量的政策手段としてティンベルヘ
ンが挙げたものは，例えば，利子率，課税率，財政支出の水準と増減，為替レー
ト，補助金などである。
質的政策手段（meansof qualitative policy）とは，「経済構造の特定の側
面の変化を意味する」166）政策手段のことである。ティンベルヘンが挙げた質
的政策手段は，（i）経済構造を変化させるものとして，産業組織，税制，経済
関連法制などの制度的変化，以前から存在していた独占の創出，既存の独占の
消失などであり，（i）大企業と中小企業，経営者と労働者の関係などの経済的
関係，生産手段や所得の所有関係を含むような根本的な制度，すなわち，経済
基盤の変化を特に「変革」（foundation reform）と名づけたものとして，土地
政策， 1産業あるいは多数の産業の国有化などである。この産業の固有化のよ
うな「改革」は経済体系の基盤の変化を目指すものである。この改革はテイン
ベルヘンが名づけたように「人間社会の組織のより基本的な要素であり，それ
らは精神的諸価値と結びつき 人と人との間の本質的関係を定義している。
(2) 卜ウーフ卜フェル卜の政策手段の分類
トウーフトフェルトは，政策手段を一般的に広く分類するために，多くの分
類を組み合わせ，「物的領域」（Sachbereich）を分類基準として政策手段の体系
化を試みている。刷
トゥーフトフェルトはまず政策手段群を秩序政策手段（ordnungspolitische 
Instrumen te）と経過政策手段（ablaufspolitische Instrumente）に 2区分し
ている。この 2区分はオイケン以来広く使われており，是認済みの区分である。
二つの大きな政策手段群の一方の政策手段群を構成する秩序政策手段（質的
政策手段あるいは構造政策手段）のもとで 経済経過のための長期的枠組み条
件に加えて，マクロ経済の構造的（質的）諸関係を変更させるあらゆる法的・
組織的規範が創られている。この規範は「経済法制」（Wirtschaf tsverf assung) 
と名づけられている。この規範の場合，国家の規範（議会や行政などの経済政
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策の担い手に関する規範）に対比する経済的なものは何であろうか。この点は
一つの問題点である。
これに対して，経過政策手段（量的政策手段あるいは過程政策手段）にはあ
る所与の秩序のもとで経済経過それ自体を目指し，量的関係（価格と数量の関
係）を変更させるあらゆる政策手段が入る。これらの政策手段には短期と中期
の性格に関する様式として政策手段の適用期間の変更がある。経過政策の担い
手は国家，行政機関特に主管官庁及び中央銀行である。
次に， トゥーフトフェルトは政策手段を 2区分した場合の秩序政策手段と経
過政策手段をそれぞれミクロ秩序政策手段 ( mikroordn ungspoli tische Instr-
umente）とマクロ秩序政策手段（makroordnungspolitische Instrumente), 
ミクロ経過政策手段（mikroabla uf spoli tische Instrumen te）とマクロ経過政
策手段（makroabla uf spoli tische Instrumen te）に細分することによって，政
策手段を 4区分している。ミクロ秩序政策手段とミクロ経過政策手段は特定の
経済過程，ひいてはミクロ経済に適合させる政策手段であるのに対して，マク
ロ秩序政策手段とマクロ経過政策手段はマクロ経済を把握する政策手段である。
ミクロ秩序政策手段は，経済的枠組み条件を設定する（例。生産法制）か，市
場行動のために設定する（市場法制）かに従って，再び二つの下位の政策手段
群に分けられている。生産法制手段（Produktionsverf assungsinstrumente) 
にはあらゆる種類の許認可規則のほか，生産要素の創出に顧慮する法的規定
（労働基準法，資格証明など），生産に関わる規範などがある。
市場法制手段（Marktverfassungsinstrumente）も極めて多数である。市場
法制手段は，競争促進のための手段（独占禁止法，景品表示法，度量衡表示義
務，価格表示義務など）によって，買手は有害な競争（例。不正競争，おまけ
やリベートの供与，値ヲlき補償などによる無理な押し込み販売など）から守ら
れるべき手段であり，売手が経済的勢力で生産し，販売する場合には，例えば，
買手はカルテルの乱用防止，不当利得行為，独占価格，黙契などによる寡占価
格による販売，物価の吊り上げなどによって売手から利用されないように守ら
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れるべき手段である。
このような生産法制手段や市場法制手段が国民経済のミクロ構造を形成する
手段であるのに対して，通貨法制手段（Geldverfassungsinstrumente）や財政
法制手段（Finanzverfassungsinstrumen te）はマクロ構造の秩序を形成する手
段である。通貨法制手段には例えば貨幣制度税制 中央銀行の組成に関
わる立法者の決定がある。財政法制手段には，例えば，経済構造や経済経過に
影響を与える税制の形成，税率の設定，予算関係の諸事項などがある。
秩序政策手段は，法的・組織的性格を無視すれば，秩序政策手段の基本目的
から得ているので 共通している。経済政策の担い手の一つである主管官庁
（拙稿を参照）は特に構造変化に直面した状況に反応するが このことは主管
官庁には副次動機となる。秩序政策手段の本源的動機は構造関係の変更にあり，
秩序政策手段の副次動機は価格と数量の関係へ影響を及ぼす点にある。もちろ
ん副次効果はあらゆる場合に意図されており 経済経過手段はもっぱら秩序政
策手段の規範で策定されるので，市場メカニズムには副次効果が現われている
場合が多い。
ミクロ経過政策手段の出発点は個別市場における価格と数量の関係であるか
ら，価格政策手段（preispoli tische Instrumen te）と数量政策手段（Mengenp-
oli tische Instrumen te）を区別できる。価格政策手段は価格上昇を目指す手段
であるが，数量政策手段は需給の市場に効果的な数量を目指す手段である。生
産物と生産要素に価格政策手段と数量政策手段を適用することは政策手段分析
の特別の場合である。経済領域の伝統的区分（農業，商業，工業など）の場合
には殆ど展望できない政策手段の場合を体系的に把握することができる。この
ミクロ経過政策手段には，例えば，個別経済の多数の手段も価格や数量に本源
的に作用する多国貿易政策手段（例。輸出促進，関税設定，割当量設定など），
社会保障政策手段，その他多くの政策手段があるる。
これに対して，マクロ経過政策手段（循環政策手段あるいは雇用政策手段）
は，マクロ経済の恒常成長を保証するあらゆる経済過程を策定する手段である。
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そのため，できるだけ高い雇用率，できるだけ安定した貨幣価値，できるだけ
均衡した国際収支という三つの特殊政策の目的は共通して追求する必要がある。
これらの政策目的の一つが実現したとき，インフレーション，デフレーショ
ン，国際収支の赤字や黒字などのマクロ経済の均衡撹乱が生じやすい。
マクロ経過政策手段は所与の通貨法制や財政法制の枠内で実施されるので，
金融政策手段と財政政策手段を区別できる。金融政策手段は貨幣管理，流動性
維持のために短期的に，あるいは中期的に操作するのに投入されている手段で
ある口金融政策手段には公定歩合政策，公開市場政策，支払準備率政策の量的
金融政策などがある。財政政策手段は特に財政収支の諸手段，国債管理政策手
段を通じて国民経済の均衡成長のために重視されている手段である。
マクロ経過政策手段はその本源的動機を経済状況の変化（経済過程の不均衡
あるいは均衡）から得ている手段である。それとともに，経済政策の基本目的
（例。公正，福祉などの追求）も副次動機となる。経過政策手段の本源的作用
は量的関係の変更にあり，経過政策手段の副次作用は構造的関係へ影響を及ぼ
す点にある。この意味で，経過政策手段の動機と作用は秩序政策手段と経過政
策手段ではまさに正反対の政策手段となっている。このような政策手段の体系
的分類をトウーフトフェルトは図3-2で表わしている 0170) この場合の政策
手段の細かな分類はその時々の政策手段の「投入箇所」（Ort des Einsa tzes ) 
の決定，特定の政策手段群の「作用の幅と強さ」（Eingriffsintensitat）などの
分類基準によって決まる。
この図の下の説明のように， トゥーフトフェルトは質的領域と量的領域の手
段について「投入期間」（Einsatzdauer），政策手段投入の「始動」（Anla0) 
及び「作用」（Wirkung）の視点から区別している。
トゥーフトフェルトは，政策手段の「投入期間」については短期手段，中期
手段，長期手段に区分し，長期に作用する手段を主として質的領域に含めるの
に対して，短期で有効な手段を量的領域に階序している 0171)
政策手段投入の「始動」については トゥーフトフェルトは政策手段を本源
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的始動（Primaranla0）に関連した政策手段群と副次始動（Sekundaranla0 ）に
関連した政策手段群に大別している。本源的始動では，質的領域において経済
政策の基本目的が成り立ち，量的領域において経済政策活動に必要な個々の状
況が成り立っている。これに対して，副次始動では，質的領域で個々の状況が
成り立ち，量的領域において経済政策の基本目的が成り立っている。
トゥーフトフェルトはまた政策手段の「作用」を本源的作用（Primarwirku-
ng）と副次作用（Sekundarwirkung）に 2区分し，本源的作用には質的領域に
おける質的諸関係の変質を含め，量的領域における量的諸関係の変更を含めて
いる。これに対して， トゥーフトフェルトは副次作用には質的領域に対応して
質的諸関係への影響を含め，量的領域に対応して量的諸関係への影響を含めて
いる。
政策手段の「適用」の決定要因として トゥーフトフェルトは次の四つの要
因を挙げている口172）①組織集団ないし結合などの利益集団が経済政策の決定
に及ぼす影響，②政策手段の作用期間，③経済政策の担い手の情報，④経済政
策の計画の時期に対する経済の「状態」。
これらの要因のうち①の要因がきわ立っている。秩序政策手段では特定の利
益集団の経済秩序を構成する場合には取り返せないものである。その限りでは
経済体系は持続されている。これに対して，経過政策手段では利益集団の影響
は特にミクロ経過政策手段の枠内で明らかになる場合が多い。例えば，景気政
策における企業者の投資プレミアムを実施する場合がそれに該当する。
トゥーフトフェルトの政策手段の体系化は政策手段を「国家を中心とした行
政機関の政策手段」に限定したことが政策手段の分類とこれに基づく政策手段
の体系化の視野を狭めている。トゥーフトフェルトが取り上げていない「国家
以外の経済政策の担い手の政策手段Jが国家の政策手段に及ぼす影響も無視で
きないからである。
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図3-2 トゥーフトフェルトの政策手段の分類と体系化
政策手段の体系化を目指してゑザタ~全処今
秩序政策手段を目指して 経過政策手段を目指して
ミクロ秩序 マクロ秩序 ミクロ経過 マクロ経過
政策手段 政策手段 政策手段 政策手段
生産法市場法 通貨法財政法 数量政価格政 金融政財政政
制手段制手段 制手段制手段 策手段策手段 策手段策手段
質的領域 比較 基準 量的領域
国家中心の行政機関 主な担い手 国家中心の執行機関と中央銀行
長 期 投入期間 短期と中期
基本目的 本源的動機 状 況
状 i兄 副次動機 基本目的
質的関係の変更 本源的作用 量的関係の変更
量的関係の影響 副次作用 質的関係の影響
資料： Tuchtfeldt, E.，“Das Instrumentarium der Wirtschaftspolitik. Ein Beitrag 
zu seiner Systematik”， in Gafgen, G. ( Hrsg.), Grundlαgen der 
Wirtschαiftspoliti九 4.Aufl., Koln 1972, S. 267 （トゥーフトフェルト、 E.
「経済政策の手段ーその体系化のためのー貢献ー」［ゲフゲン、 G編『経済政策
の基礎j第4版、ケルン、 1972年、 267頁に所収］）
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(3) ツィッンの政策手段の分類
ツイツンはトゥーフトフェルトが取り上げなかった「国家以外の経済政策の
担い手」を考慮して， トゥーフトフェルトの図式を若干修正した図式で政策手
段を分類し，その体系化を試みている（図3-3）。
ツイツンの解釈によれば，秩序政策手段（ordnungspolitischeInstrumente), 
構造政策手段 ( strukturpolitische Instrumente）と同様に， 質的政策手段
(Instrumente der qualitativen Politik）は量的政策を行う枠組みを設定する
手段である。質的政策手段は「より長期的に作用する根本的解決」（langerfri-
stig wirkende Grundsatzentscheidungen)173l を表わすものである。この根本
的決定を通じて量的政策手段が作用する領域は限られている。様々な質的決定
の総和で形成されたものが経済法制である。
これに対して，経過政策手段（ablaufspolitische Instrumente）ないし過程
政策手段（prozeβpolitische Instrumen te) と同様に，量的領域は質的政策
手段に関連して深まれば深まるほど，遠隔作用の量的政策手段 Onstrumente
der quantitativen Politik）を通じて質的領域に変化を喚起する可能性がます
ます小さくなる。174)
ツイツンは質的政策手段と量的政策手段を時にはマクロ経済の部分領域だけ
か，マクロ経済全体を本源的に誘導するか否かに従って，ミクロ経済的に，あ
るいはマクロ経済的に下位に分類している。すなわち， ミクロ経過政策手段
( mikroablauf spoli tische Instrumente）あるいはマクロ経過政策手段（makro-
ablaufspolitische Instrumente）に分類している。
この場合，ミクロ経過政策手段は市場過程を通じて量的政策手段（mengenp-
olitische Instrumente）と価格政策手段（preispolitische Instrumente）に 2区
分されている。これに対して，マクロ経過政策手段は経済循環過程を通じて貨
幣政策手段（geldpoli tische Instrumen te）と財政政策手段（f inanzpoli tische 
Instrumente）に 2区分されている。
ツイッンは質的領域と量的領域の手段について「投入期間」，政策手段の
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図3-3 ツイツンの政策手段の分類と体系化
秩序政策手段あるいは構造政策手段
／ ／＼＼ 
経済基本法 金融・財政制度の秩序
（貨幣制度、銀行制度、税制など）
↓ ↓ 
ミクロ秩序政策手段 マクロ秩序政策手段
／／へ＼／戸＼
生産法制手段 市場法制手段 通貨法制手段 財政法制手段
＼／ 
一一一経過政策手段あるいは過程政策手段一一一
＼／ 
ミクロ経過政策手段
市場過程
／＼ 
マクロ経過政策手段
循環過程
／＼ 
数量政策手段 価格政策手段 貨幣政策手段 財政政策手段
質的領域 比較基準 量的領域
国家中心の行政機関、裁判所 主な担い手
国家中心の執行権、中央銀行
イデオロギー集団など 政党、利益集団など
長 期 投入期間 短期と中期
基本目的 本源的動機 状 況
状 況 副次動機 基本目的
質的関係の変更 本源的作用 量的関係の変更
量的関係の影響 副次作用 質的関係の影響
資料： Zinn,K. G., Allgemeune Wirtschaftspolitik,Stuttgart 1970,S. 174 
（ツイツン、 E.『一般経済政策』シュトゥットガルト、 1970年、 174頁）
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「始動」及び「作用」の視点から区別している。これらの区別は， トゥーフト
フェルトの図3-2の場合と同じ区別である。
(4) ピュッツの政策手段の分類
ピュッツは経済政策の担い手の経済計画に基づいて政策手段を分類している。
ピュッツは「政策手段の投入箇所」（Ortdes Mittelansatzes）を分類基準と
して政策手段を次のように分類している（表3-1）。175)
政策手段の投入箇所は，「個別経済及び経済政策の担い手Jであり，「個別経
済計画jの与件や要素を構成する経済諸量である。
個別経済計画の与件とは ピュッツによれば，個々の経済行為の客観条件と
なる個別経済与件である。この与件は企業や家計から成り立つ個別経済がそれ
ぞれの経済行為の際の経済計画に所与として前提し，あるいは組み入れる諸要
因である。176）個別経済計画の要素とは，ピュッツによれば，個別経済計画の内
容であり，企業や家計という経済主体が形成できる経済計画の構成要素である。
この要素は個別経済主体の選択や自由裁量行為であり，一般に生産や消費の種
類，数量，方法に関わるものである。この点を指摘したのはオームである。17
表3-1 ピュッツの政策手段の分類
政策手段の投入箇所 政策手段の種類
???
??
???
秩序政策手段
経済政策の担い手の行動準則：
生産体制
市場体制
貨幣制度
次の領域における個別経済及び経済
政策の担い手
計画要素
経過政策手段
（個別経済的に重要な諸変数）
間接的経過政策手段：
貨幣手段
財政手段
直接的経過政策手段：
価格統制
数量統制
個別経済計画（企業と家計）
計画与件
資料： Putz,T.,Grundlagender theoretischen Wirtschαiftspolitik, Stuttgart 
1971, s. 81 （ピュッツ、T.『経済政策論の基礎』シユトゥットガルト、 1971年、 81頁）
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政策手段の種類は，①経済政策の担い手の行動準則ないし行動の枠組みを規
定する秩序政策手段（dieordn ungspoli tischen Mi t tel），②個別経済計画の与
件に基づく場合は間接的経過政策手段を通じて，また個別経済計画の要素すな
わち内容に基づく場合は直接的経過政策手段を通じて 経済過程に影響を及ぼ
す経過政策手段（dieablaufspolitischen Mittel)の二つに大別されている。
秩序政策手段の性格は質的な性格であり 法制の形で表わされている。
この類型にピュッツが含めた手段は次の（ ）内のものである。178)
生産法制手段（生産手段の処分［憲法と経済法制 生産手段の所有権］，企
業形態，経営組織，経営における労働者保護）
市場法制手段（市場参入［商品市場への参入，労働市場への参入許可］，競
争秩序［市場見通し，不公正競争と制限的競争，公的独占］，
契約あるいは価格協定）
通貨法制手段（貨幣創造の制限，発券銀行と国家の関係，発券銀行の政策用
具，対外支払取引の規制）
財政法制手段（国家法制，財政法制及び経済体系，予算制度の法的基礎［予
算制度など］，税制・公課制度）
これに対して，経過政策手段の性格は量的な性格であり，経済諸量の規定や
その変更の形で表わされている。この経過政策手段の類型にピュッツが含めた
手段は次の（ ）内のものである 0179) 
間接的経過政策手段の中の貨幣手段（公定歩合，公開市場操作，支払準備率，
割引率，平価，為替相場）
財政手段（財政収入や財政支出の規模，信用の規
模，国債残高など）
直接的経過政策手段の中の価格統制（価格水準，価格限界及び価格幅）
数量統制（生産量，所要生産手段量及び引渡量）
ピュッツの政策手段の分類は「政策手段の異なる期間」に基づいている。秩
序政策手段では主として長期に作用する手段があり，経過政策手段では主とし
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て短期，中期及び長期に作用する手段がある。ピュッツが政策手段の期間の決
定要因とみなしているのは 現行の経済秩序作用の遅れ作用期間及び経済
の出発状況である。それと同時に，ピユツツは政策手段の間接作用と直接作用，
言い換えれば，主要作用（Hauptwirkungen）と副次作用（Nebenwirkungen)
を浮き彫りにして，政策手段聞のフィード・パックに言及している。180)
ピュッツによれば，政策手段の次の三つの適用条件が決定的に重要である。削
① 予想した効用。この効用は政策手段適用時の費用よりも大きいこと。
② 政策手段の適用の際の政策的実施可能性があること。
③ 政策手段の情報，計画，決定，実施及び作用の管理の間のタイム・ラグ
（時の遅れ）は予想できること。
(5) ゼラフィームの政策手段の分類
ゼラフイームは，次の五つの分類基準によって政策手段を分類している 0182) 
① 分類基準「形式的に把握できる形式」（die formal faβbaren Form) 
に基づいて，質的手段（qualitative Mittel)と量的手段（quantitative
Mittel)に区分している。
② 分類基準「政策手段の投入の作用に基づいた経済主体の形成」（die<lurch 
den Mitteleinsatz bewirkten Bindung der Wirtschaftssubjekte）に基づ
いて，強制的手段（zwingendeMittel)と誘導的手段（fohrendeMittel) 
に区分している。
③ 分類基準「影響を及ぼすべき経営者に対する関係の密接さ」（dieBezie-
hungsnahe zu den zu beeinflussenden Wirtschaftern）に基づいて，直接
的手段（direkteMittel)と間接的手段（indirekte Mittel）に区分して
いる。
④ 分類基準「把握すべき経済領域J(der zu erfassenden Bereich der Wi-
rtschaft）に基づいて，一般的手段（generelleMittel)と特殊的手段（s-
pezielle Mittel)に区分している。
⑤ 分類基準「経済秩序全体に対する関連」（das Verhaltnis zur Gesamt-
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wirtschaf tsordnung）に基づいて，整合的手段（konforme Mittel)と非
整合的手段（inkonformeMittel)に区分している。
(6) シュミットの政策手段の分類
シュミットは次の五つの分類基準に基づいて政策手段を分類している。附
① 分類基準「経済政策の担い手の目的設定」（Zielsetzungen der wirtsch-
af tspoli tischen Akteure）に基づいて，（i）経済成長政策手段（wachstums-
politische Instrumente），経済発展政策手段（entwicklungspolitische 
Instrumente), (i）景気政策手段（konjunkturpolitische Instrumente), 
(ii）所得政策手段（verteil ungspoli tische Instrumen te) , ( iv ）日和見主
義手段（anpassungspolitischeInstrumente), ( v）保護政策手段（erhalt-
ungspolitische Instrumente), (vi）構造政策手段（struktur-oder gestalt-
ungspolitische Instrumente）に区分している。この分類は経済政策の目的
体系における政策目的の種類と意義 その目的体系に基づく経済政策の担
い手の価値体系に依存し それらの体系に対応して変わるものである。
② 分類基準「経済過程あるいは経済体系」（W irtschaf tsprozeβ oder Wi-
rtschaf tssystem）に基づいて，過程政策手段（量的政策手段） (proze.Bpol-
i tische [ q uan ti ta ti ve] Instrumen te) , (i）秩序政策手段（質的政策手段
と構造政策手段） ( ordnungspolitische [qualitative] Instrumente), (ii) 
マクロ管理政策手段（gesam twirtschaf tlich a usgerich tete Instrumen te 
[ Makrosteuerung] ），メゾ管理政策手段（Mesosteuerung），地域政策手
段（regionalausgerichtete Instrumente), ミクロ管理政策手段 ( einze-
lwirtschaftlich ausgerichtete Instrumente [Mikrosteuerung］）に区分し
ている。この類別は，政策手段投入の際には，量的政策手段と質的政策手
段（例。法律の改正）の二つの側面がある点に特徴がある。
③ 分類基準「作用の幅と強さ」（Eingrif f sin tenzi tat）に基づいて，（i）命
令（Gebote）と禁止（Verbote), (i）行動調整（V erhal tensabstimm ung) 
（例。労使協調行動） (ii）経済政策の担い手の行動パラメーターの形成
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( Gestaltung der Aktionsparameter der Wirtschaftssubjekte) （例。価
格設定）に区分している。
④ 分類基準「政策手段投入量の継続及び作用の発現の継続」（Dauerdes 
Einsatzes und des Eintritts der Wirkungen）に基づいて，（i）短期に投
入可能で短期に有効な手段（kurzfristig einsetz bare und kurzfristig wi” 
rksame Instrumente) , (i）中期に投入可能で中期に有効な手段（mittel-
fristig einsetzbare und mittelfristig wirksame Instrumente) , (ii) 
短期に投入可能で長期に有効な手段（kurzfristigeinsetzbare und langfr-
istig wirksame Instrumente) , (iv）中期ないし長期に投入可能で長期に
有効な手段（mittelfristigbzw. langfristig einsetzbare und langfristi-
g wirksame Instrumente）に区分している。
⑤ 分類基準「情報手段J(Inf orma tionsinstrumen te）に基づいて，（i）予
測手段（Diagnoseinstrumente), (i）診断手段（Prognoseinstrumente),
(ii）計画手段（Programmierungsinstrumente), (iv）調整手段（Koord-
ina tionsinstrumen te）に区分している。
(7) メーラァの政策手段の分類
メーラァは政策手段の分類と体系化を花輪の形で表わしている（図3-4）。胤）
まず＼メーラァは経済法制政策の手段群の一部は構造政策の手段群の一部と
同じ階序にあるものと考えている。構造政策のある特定の手段ないし手段群は
経過政策の領域にも置かれており，もっぱら経過政策手段の外側（図 3-4) 
と部分的に一致している。この図のいわば花輪の個々の外輪の手段は二つの外
輪に影響を及ぼしている。それと同時に，その外輪の枠組みの影響を受けた手
段が次第に経済経過に影響を及ぼすとみなされている。逆に，「経過を目指した」
手段は再び枠組み条件の変更になる。この点は明白で、ある。
その枠組み条件は経済政策の担い手の選好に関わることであるが， この枠組
み条件の社会的・経済的・技術的・制度的な諸構造要素はある特定の手段を顧
慮してもしなくても外輪の政策手段に影響を及ぼすであろう。
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さらにまた，その場合でも，既述のテインベルヘンの意味の質的政策手段と
量的政策手段の区分への思考上の橋渡しをする必要がある。特定の構造的関係
の型が変わる場合の事情は，構造政策の外輪の場合，本質的な構造要素の変更
で表わすことができる。
これに対して，その関係の型を維持し，特定の経済変数が間接的に影響を与
えることによって特定の手段変数の他の数値を決める場合には，量的政策手段
（例。租税政策や利子政策の手段）が必要になる。この経過政策の事情は経済諸
量ないし経済諸要素の実態の変化で表わすことができる。この変化は経済政策
の担い手を政策目的に関して利益を含めた特定の経済変数で表わすことができ
る。ある特定の政策目的の実現を目指すことは無意味なこと（いわゆる重要で
ない変数）ではない。この重要でない変数とは政策手段として使われる変数で
あって，政策目的に関わるものである。削このことは経済的独立性に従って間
接的かつ合目的的に変わる経済諸量に影響を及ぼすであろう。剛
経済法制政策手段が一義的に質的政策手段とみなされ，経過政策手段が量的
政策手段とみなされる場合には，構造政策とともに，経済的事実は量的政策手
段からも質的政策手段からも影響を受ける。その作用の程度を量と数で把握す
る場合には，質的政策手段の性格には量的政策手段の性格も含まれている。
他方，経過政策に投入された量的政策手段は経済構造にも経済秩序にも，市
場形態にも作用し あるいは反作用することによって 客観的論理的に量的効
果も質的効果も熟させていくものである。しかし，国家あるいは国家以外の経
済政策の担い手（例。中央銀行，政党，組織集団ないし結合など）にその可能
性を生み出す時点は質的政策手段の目的を設定する時点である。この時点は経
済的相互関係のある構造において量的政策手段の作用関連がその関係とどのよ
うに結びつくのかを考えて影響を及ぼす場合の時点と同じ時点である。
メーラァは図3-4では個々の外輪の政策手段群間の因果的諸関係や機能的
諸関係を暗示している。言い換えれば メーラァは経済部門の行動や経済主体
の経済的行動の表面的な依存性と反作用を つまり両者の行動間のつなぎ合わ
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?? ? ?
（??）｜｜
資料： Mehler,F., Ziel 
（メ一ラア、 F.『経済政策の問題としての目的・手段競合jベルリン、 1970年、 210頁）．
せを内側の方の領域への方向で表わしている。
メーラァが政策手段を体系化する場合には何よりもまず政策手段の分類をし
ており，外輪にはどのような限界も明白な階序も設けていない。それは，一方
では，経済法制政策も構造政策も実際には間接的な作用関係があり，他方では
経過政策とその手段投入の聞に経済構造について経済的独立性に従って多様な
相互作用を与えるにすぎない。つまり 「経済の構造と経過」ないし「経済事象
の構造的側面と経過的側面」は「複雑な現象の側面にすぎない。J個々の政策手
段の投入には外輪の階序がある。例えば経過政策の様々な作用は組み合わさ
れ，一般的な構造政策あるいは経済部門的な構造政策の手段と結びついて，特
定の政策目的を実現させるために作用している。
このようなメーラァの花輪 つまり政策手段の体系化の方法には限界がある。
現実の経済からは通常政策手段の体系的範障などは伺えず，政策目的と政策手
段の関係，政策手段の効果などを勘案し，政策手段を法的・管理的に構成する
ための経験に基づいた技術や組織構造をもたらせている。これに関連した重要
なことは，特定の政策手段が特定の政策目的を達成させるためには，特定の政
策手段がどのように作用するのか，またどの政策手段を投入すれば良いのかを
検討することである。つまり，政策目的と政策手段投入の聞にはどのような関
連と作用関係があるのかを検討する必要がある。
以上の主な論者が提示した政策手段の分類と体系化の試みはそれぞれ特徴が
あり，包括的な視点から考慮すれば，各論者の政策手段の分類基準，分類及び
体系化は是認されているものである。政策手段の分類と体系化の考察は政策手
段の分類基準の設定とその構築を可能にさせる方法論として有用である。
第4節経済政策の手段の体系化
政策手段の分類と体系化は政策手段を階序する前提となるものである。ここ
では，政策手段の階序を政策目的（本誌第40巻第 1' 2' 3号参照）との関連
において明示するために，まず第 1に，政策手段の階序の可能性に言及し，第
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2に政策手段を階序するための主要な基準を求め，それに基づく分析方法を取
り上げる。
1 政策手段の階序の可能性
政策手段あるいは政策手段群は経済体系の特定の要素や経過に影響を及ぼす
ものである。この意味で 政策手段あるいは政策手段群には政策目的の形式で
定義したミクロ経済状態やマクロ経済状態を具現するのに役立つありとあらゆ
る手段が含まれている。
政策手段あるいは政策手段群は， トゥーフトフェルト（E.Tuchtfeldt）やケ
ルナァ（H.Korner）によれば，所与の状態すなわち「存在」（Sein）の状態と
意図した状態すなわち「当為J( Sollen）の状態の聞を媒介し， とりまとめる
ものである。191) そのとき 政策手段あるいは政策手段群はこれらが存在して
いる，あるいはこれらは何々であるという「存在」の状態がこれらは存在すべ
きである，あるいはこれらは何々すべきであるという「当為」の状態へ近づけ
るように作用させるものである。その限りでは，政策手段あるいは政策手段群
は経済体系の複雑な構造を反映している。つまり，ミクロ経済状態，マクロ経
済状態，秩序，構造と循環，国内外の経済的要素，実物現象，貨幣現象，国家
の諸制度，各部門 地域などは政策手段群の階序の出発点に関連しているとい
うことである。
このような政策手段あるいは政策手段群の出発点と相互関連の多様性はその
ような政策手段あるいは政策手段そのものの枚挙を反映している。例えば，キ
ルシェンと共著者 ピユツツの二例でみても 一段と明白になることである。
キルシェンと共著者は 本節2'(2）で既述したように， 1949～1961年間にお
ける欧米8か国の調査事例に基づいて五つの大きな政策手段群（財政政策，貨
幣・信用政策，為替レート政策，直接統制及び制度的枠組み条件の各手段）で
区分された全部で74の個々の手段を挙げ政策目的との相互関係を明示してい
る。実際，それらの国は財政政策手段や直接統制手段の投入時期において国際
収支均衡，物価安定及び完全雇用という政策目的の設定を最も頻繁に適用して
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ピュッツによる政策手段の階序の可能性
財 政 手
人公段共信用 2圭t 政策手段の分類 貨幣手段 価格統制 数量統制公共支出 ~、 共 収
政 害l~、a 預 貨 賃 国 外 財 資直 間 財 関
社 外 国 外 国 外財 商 手lj賃 生 i間 信 為 輸
開 金 幣 金 内 国 及 本 産 よ＝』 国 内 国 内 国政
CJ 子 金 費 替 出ロ 産 用
策 号l市 準 の と ’＼ ’＼ び 財 接 接 税 税 保 か で で で への 価 8か~t・~るE－ f1t ・m 統 管 及
手 場 備 平 俸 の の サ 購 と 障 らの
の の の残 格 市l市！ 申j申l申l理 び
率 操 率 価 給 移 移 l入 税 説 本日 給 の 信 信 信 信 市『司当・
杭ゐ4・ 輸
段 作 転 転 ピ（ 続 付 移 用 用 用 用 申l 入政
ス投 税 転 授 授 委 委 の
策 購 資 ~ζ 7. ~ 託 託 f1t ・
目 入
、．， 市！
的
経 済 成 長 × × × × 。。。× × × × × × 。× × × × × × 
景気の安定（完全雇用）。× × 。× × 。。。× × 。。。 × × 
貨幣価値の安定。× × 。× × × 。。。× × × 。。。× × × × × 
国際収支の均衡 。 。× × × × × × × × 。× × × × × × × × × × × 。。
所得・財産の公i：な分配 × 。 × 。× × × × × × 。× 
最適消費構造 。× × 。。 × × × × × × × 
表3-2
?
? ? ?
（
? ?
）｜｜?
資料： Piitz,T., Gru九dlagen,a. a. 0., S. 144. 
（注） 0印は特に重要で有効とみなされる政策手段、×印は投入される政策手段である。
いることがわかる。
ピュッツは貨幣手段財政手段価格統制 数量統制の四つの政策手段と経
済成長，完全雇用（景気安定），貨幣価値と為替相場の安定，国際収支の均衡，
公正な所得分配と資産分配，最適消費構造の政策目的（実践的政策目的）がど
のように作用し合うのか，また個々のどの手段が特に重要な手段及び有効な手
段と判断できるのか，言い換えれば，個々の手段の目的適合性の有無と目的適
合効果，目的背反効果などを明示している（表3-2）。附
政策手段と政策目的の諸関係 ひいては政策手段の階序を明らかにするため
には，政策目的と政策手段の体系（目的・政策体系）を構築し，この構築に該
当する諸条件を分析し 政策手段の効果（本章第4節参照）を推論すべきであ
る。この問題設定には他の階序基準も必要で、ある。この階序基準となるのは政
策目的に対する政策手段の「客観的な適合性」である。
さらに，政策手段は効果的に投入すべきであるから，設定済みの所与の政策
目的に関連する経済体系のすべての領域に適用すべきである。そのためには，
「対象領域による政策手段の秩序」を検討すべきである。この点については，
慣例的に秩序政策手段と経過政策手段に区分されている。
ピュッツやトゥーフトフェルトによれば既述のように 秩序政策手段は制
度的行動枠に影響を及ぼすありとあらゆる手段を考慮するものである。経過政
策手段にはミクロ経済経過やマクロ経済過程に作用を及ぼすありとあらゆる手
段が含まれている。秩序要素あるいは秩序経過がミクロ経済領域あるいはマク
ロ経済領域に依存するか否かに従って，さらにミクロ秩序政策手段，マクロ秩
序政策手段，マクロ経過政策手段に区分できる。ミクロ経済領域とマクロ経済
領域の中間には構造的諸現象がある。これを独立した対象領域とみなせば，カ
ンツェンバッハ（E. Kan tzen bach）が名づけた構造政策手段（strukturpoliti-
sche Instrumente），すなわち，経済経過が部分的に影響を及ぼす政策手段を
すべて含めた手段に区分できる。
政策手段選択の場合，つまり対象領域を限定して，それに対応する一般的な
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特色のある政策手段を選択する階序がある場合には，対象領域の範囲内で個々
の政策手段を適切に選択する必要がある。ある特定の政策目的は常に政策目的
の最良の達成に役立つ政策手段の階序を定めるべきである。このように考えれ
ば，「政策手段の効果」の比較分析によって，特にケルナァの表現を借りれば，
「様々な技術的特徴に基づく諸政策手段の一つの階序」（eine Ordnung von 
Instrumenten nach technischen Eigenschaften）酬を定めることができる。
この特徴の基準は，ゲフゲン（G.Gafgen）によれば，「様々な作用様式に基
づく諸政策手段の一つの階序」（eine Ordnung von Instrumenten nach Eigen-
grif fsarten）にあり，この階序の基底には次の四つのことがある。195)
① 政策手段の技術的制度的に条件づけた「巧みな取扱いの可能性」の確認。
② 政策手段の「変更のある特定の成果に必然的な範囲」の確認。
③ 政策手段の「効果の時間的継続，強度と幅及び深さ」の確認。
④ 政策手段の投入で作用する「強制度Jの確認。この強制度は特定の政策
手段の選択と結びついているその時々の経済政策の適用及び異なる作用の評価
を認めるものである。これに基づいて設定済みの所与の政策目的を達成するた
めの最適の政策手段を配分することができる。
その作用様式の指標として，ピュッツは表3-3では直接作用する手段と間
接的に作用する手段の対概念を用いている。ピュッツは直接作用する手段（di-
rekte wirkende Instrumente）を高い強制度，十分に評価できる時間的・物的
効果によって特別扱いし，詳しく扱っている。附これに対して，間接的に作
用する手段（indirekte wirkende Instrumen te）は特別扱いしていない。
ピュッツが提示した対象領域と作用様式に基づく政策手段の階序は表3-3 
のようにまとめることができる。ピユツツは対象領域を枠組み秩序政策領域と
経過政策領域に 2区分し，それぞれの区分をミクロとマクロの領域に分けてい
る。この対象領域と政策手段の作用様式を組み合わせた形式ないし型において
政策手段の階序を定めている。
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表3-3 対象領域と作用様式に基づく政策手段の階序
過枠組み秩序 経
対象領域
ミクロ マクロ ミクロ マクロ
情報でミクロ 行動の調整で 個別市場の価 マクロ経済の
作用様式
経済の計画与 ミクロ経済の 格政策と数量 変化でミクロ
件と計画要素 計画与件と計 政策でミクロ 経済の計画与
へ影響を及ぼ 画要素へ影響 経済の計画与 件と計画要素
すこと を及ぼすこと 件と計画要素 へ影響を及ぼ
問 接 へ影響を及ぼ すこと
すこと
ミクロ経済状 経済法制の変 個別市場にお 一般的な行動
態の変化でミ 更でミクロ経 ける行動許可 許可あるいは
クロ経済の計 済の計画与件 あるいは行動 行動禁止でミ
直 接
画与件と計画 と計画要素を 禁止でミクロ クロ経済の計
要素を設定す 設定すること 経済の計画与 画要素へ影響
ること 件と計画要素 を及ぼすこと
へ影響を及ぼ
すこと
資料： Putz,T., Grundlagen der theoretischen Wirtschαftspolitik, 4. Aufl., 
Stuttgart 1979, SS. 146-155；野尻武敏、丸谷冷史訳『現代経済政策論の基礎J
新評論、 1983年、 190-201頁、により作成。
ケルナァは対象領域と作用様式に基づいて組み合した階序から想定できる個々
の政策手段の例を次の八つの可能性で示している 0197) 
① 間接的ミクロ枠組み秩序政策手段 Onstrumenteder indirekten Mikro-
rahmenordnungspoli tik) 
この手段は利益情報（例。かなりの競争行動の規範）などでマクロ経済的に
意図した行動様式を保護する政策手段である。
② 直接的ミクロ枠組み秩序政策手段 Onstrumenteder direkten Mikrora-
hmenordn ungspoli tik) 
この手段は会社法 商法 市場法制などの改正によってマクロ経済的に意図
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した行動様式を強制する政策手段である。
③ 間接的マクロ枠組み秩序政策手段 Onstrumenteder indirekten Makr-
orahmenordn ungspoli tik) 
この手段は情報や行動調整による個々の経済主体やその集団のマクロ経済的
に意図した行動様式を保護する政策手段である。
④ 直接的マクロ枠組み秩序手段 Onstrumenteder direkten Makrorahm-
enordnungspoli tik) 
この手段は経済法制（銀行法，証券取引法，財政関連法などの法律，法令及
び規制措置など）の変更によってマクロ経済的に意図した行動様式を強制する
政策手段である。
⑤ 間接的ミクロ経過政策手段 Onstrumenteder indirekten Mikrosblauf-
spolitik) 
この手段は個別市場における国家の市場干渉あるいは価格設定（例。公共料
金，最低賃金の保障など）によってミクロ経済の計画与件へ影響を及ぼす政策
手段であるD
⑥ 直接的ミクロ経過政策手段 Onstrumenteder direkten Mikroablaufs-
politik) 
この手段は個々の生産の許認可あるいは禁止によってミクロ経済の計画要素
に影響を及ぼす政策手段である。
⑦ 間接的マクロ経過政策手段 (Instrumenteder indirekten Makroablau-
fspolitik) 
この手段は一般的な需給条件の変化を通じてミクロ経済の計画与件へ影響を
及ぼす政策手段である。
③ 直接的マクロ経過政策手段 Onstrumenteder direkten Makroablauf s-
politik) 
この手段は一般的な行動の許認可あるいは禁止（例。価格引上げ停止，信用
制限など）によってミクロ経済の計画与件へ影響を及ぼす政策手段である。
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ケルナァのこれらの政策手段の階序をみる限り，対象領域と作用様式の基準
に基づく政策目的を最良に達成するための政策手段の適合性の基準は詳しい情
報によって設定できる可能性のあることがわかる。ただし，この情報は技術的
に正しい行動計画を形成するためには不可欠のものである。
しかし，ある特定の政策手段の特定の技術的特徴は経済法制あるいはある所
与の政策目的の社会政策的合意と矛盾していることが多い。そのため，ある政
策手段の技術的特徴は経済政策と社会政策の基本決定に関する見解で検討する
必要がある。
まず，ゲフゲンに従って政策目的と政策手段の体系（目的・手段体系）の
「体系適合性基準J(das Kriterium der Systemrelevanz）附を提示する。こ
の視点から，ある特定の政策手段の投入が経済政策の本源的目的の範囲で定義
された政策の一般的原則と一致するか否か また経済法制の妥当な法制に関し
て差し支えないのか否かについて説明できる。このような検討は政策手段投入
の長期的成果に注視するものである。
短期的には，ツイツンによれば，「政策手段群の利害制約」（dieInteress-en 
gebundenheit des Instrumenteriums）四）から生じる成果を得ることができる。
このことは多数の組織集団ないし結合や部分的利害に直面して先験的にしかも
一般妥当的に確定できることである。
このような基準に基づく目的・手段体系の形式的分析は政策目的も政策手段
も定量的に定義できるものと仮定していることを見落としてはならない。
2 政策手段の階序のための主要基準と分析方法
目的・手段体系に関連して，政策手段を階序するための主要な基準は何か。
それを活かして政策手段を階序するための分析方法として，テインベルヘンの
決定モデル，マンデル・モデルを取り上げて吟味し，検討する。
① 政策手段の階序のための主要基準
目的・手段体系の再検討の際に注目すべき主要基準は，ケルナァによれば、
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「最適化原則J( das Optimierungsprinzip）である。200）この最適化原則とは，
政策目的は最良の方法で自由に取り扱える政策手段で達成すべきであるという
ことである。所与の政策目的は最少費用の政策手段で達成させるものである。
あるいは，所与の政策手段で目的関数の極大化を図ることである。
最適化の際には，（i）副次条件，すなわち，問題領域に限定されたマクロ経
済関係の構造から，（i）この構造の範囲内で影響を受けない要素すなわち与件
の数と経済政策で策定できる要素すなわち政策手段から生じる行動範囲には制
約があることを考慮しておくべきである。201)
短期的には，技術的諸関係と行動諸関係は不明確であろう。同様に，経済政
策の行動の自由は技術的 行動条件的 政治的及び経済的な諸要素によってか
なり制約されている。これらの有効適切な制約はすべてマクロ経済モデルで表
わされている。このモデルは最適化計算を用いて決定モデルに転換できる。計
量経済学モデルは，ある特定の与件状態のとき，また政策手段が外生変数（既
知）のときに生じる未知の政策目的変数の値を明らかにするものである。
これに対して，決定モデルはある既知の政策目的変数からはじめて，ある特
定の与件状態のとき 外生変数である政策手段がどの数値を取り，従って目的
関数がどの確定値あるいはどの最良値を取るのかを示すものである。
② テインベルヘンの決定モデルによる政策目的と政策手段の関係及び政策
手段の階序
テインベルヘンに従えば，決定モデルとして定式化した政策目的と政策手段
の関係の構造は4変数で捉えることができる（図 3-5）。203)
( i ）政策手段 外生的で制御できない変数 Y=(y1,・・・,ym) 
( i）与 件 外生的で制御できない変数 u= ( u1, ••• ' u q)
(ii) 政策目的の規範 内生的で制御できる変数 Z= ( z r ・•， Zn) 
(iv）副次効果 内生的で、重要で、ない変数 X= ( x v・，xs) 
これらの変数はn個の予算式と n個の行動式と結びついている。その解は
Z =A Y+B U (1) 
- 74 ( 458 )-
から得られる。これを書き直せば，
m q 
Zi = ~ aij Yj 十三 b ijUj ( i =l，・・， n) (2) 
j=l j=l 
である。 A=(a ij）とB=( b iJはそれぞれ一定の係数である。
いま，政策目的の規範 Zl ••• ' z n の値が所与であれば，これは所与の条件
で達成できる。政策手段y1,・. ・, y m の効果が確定すれば，（1）か（2）を満たす政
策手段変数の最小値を求めることができる。
政策目的の確定化を計画する場合は次のように説明できる。政策目的変数の
数ηと政策手段変数の数mが等しいとき，しかもAが単一でないときは，政策
目的変数については所与の値Z*= (ZT ・ ・ ・ Z~ ）が決まる。この場合にはmと nの
政策手段は過剰である。（1）の解は政策目的変数の確定値と一致する政策手段変
数の最小値である。すなわち，
Y=A-1 Z*-A-1BU （η＝mのとき）
となる。
(3) 
政策目的変数の数nが政策手段変数の数mよりも少ない （n<mの）とき，
このモデルの体系は成り立たない口この場合にはmとηの政策手段は過剰とな
る。そのため，どのような政策も自由に採ることができる。技術的に可能で、あ
れば，過剰な政策手段は重要でない政策手段として任意に固定されるか，他の
ものに含めることができる。問題の分野も新しい政策目的変数の増加によって
n=mになるまで長く拡大していくことができる。
これに対して，多数の政策目的変数の数nが政策手段変数の数mよりも多い
(n>mの）ときは，政策目的の規範はすべて達成できない。この場合も，政策
としては余りにも少ない行動の可能性を自由に変えることができるので モデ
ルの体系は過剰決定となる。この問題点は，新しい政策手段変数の増加によっ
てη＝mになるとき，除去できる。また，その問題点はそれに対応した経済政
策の問題領域が狭まるときにも除去できる。どの政策目的が重要で、ないものと
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みなせば良いのであろうか。それを決定する必要がある。
以上のことから，政策目的を確定するための計画化と確実性のもとで達成し
ていくのに必要な命題を得ることができる。それは政策目的と政策手段の最適
な組合せを構成するための原則すなわちテインベルヘンの命題である。この命
題は，「政策手段変数の数が政策目的変数の数とまったく等しいときに限り，
経済政策の行動計画は一義的に決定されるJ204）ということである。
図3-5 テインベルヘンの決定モデルにおける政策目的と政策手段の関係
外生変数
政策手段
構造式のモデル体系 内生変数
政策目的の規範
副次効果
資料： Fox,K, A. and Thorbecke, J.，“Specification of Structures and Data 
Requirements in Policy Models", in Hickman, B. G. (ed.), The 
Quαntitative Plα九九ingof Economic Policy, Washington, D. C. 1965 
(Korner, H., Theoretische Grundlagen der Wirtschαftspolitik, Koln 
1977, S. 73. Putz, T., Grundlagen der theoretischen Wirtschaftspolitik, 
Stuttgart 1971, S, 163. これらに所収）
③ マンデル・モデルによる政策目的と政策手段の関係及び政策手段の階序
所与の政策目的の規範をすべて達成させるために必要な政策手段がない場合
には，そのように限定した政策目的と政策手段の中で，細かな選択をする際に
- 76 ( 460）ー
は技術的特徴の説明が必要である。政策手段は常に政策目的を最良に達成する
ために役立つ政策目的を階序するものである。この場合の例として，単純な目
的・手段体系が必要である。次の例を挙げることができる。
国内経済の安定化（完全雇用と物価安定を意味するものとする。）のために，
また国際経済の安定化（国際収支の均衡を意味するものとする。）のために，
財政政策手段（黒字予算），金融政策手段（利子率の変更）を使う体系を仮定
する。この体系は一義的に決定されるものであるが 二つの政策目的を最良に
達成すべきである場合には，それらの手段の投入の仕方が問題である。
最良の階序は，財政政策手段を国内経済の安定化に向け，金融政策手段を国
際経済の安定化に向ける場合に成り立つことになる。これはマンデル（R.A. 
Mundell）の所説である 0205) 
マンデルの所説では，政策手段の効果について確実性があること，固定為替
相場制の存在，外国の経済政策の作用が及んでこないこと，輸出需要が国内の
諸要因に依存しないことを仮定している。
囲内では，生産能力が所与のとき，黒字予算の削減が有効需要水準を増大さ
せ，ひいては雇用量を増加させる。逆に，投資需要水準が利子率の水準と逆に
作用する。輸入は国内経済の有効需要水準に正の関係で依存する。国際収支の
均衡に必要な資本移入は国内外の利子率格差の拡大に伴って増大する。
図3-6の反応図は，一方ではインフレなき完全雇用と利子率の値と符合し，
他方では貿易収支の均衡と符合する黒字予算と利子率の値の組合せをすべて表
わしている。有効需要水準が不変であれば，増大する黒字予算の有効な値は投
資需要で誘発された利子率の上昇を補整するので，囲内経済の安定化のための
反応線の形状は右下り（負の勾配）となる。
貿易収支は，輸入が園内経済活動に依存するため，国内経済の有効需要水準
と負の関係で結びついているため，雇用均衡と貿易均衡の反応線はすぐ近くで
合致する。もちろん国際収支の均衡は囲内経済が原因で生じる貿易収支の赤字
あるいは黒字の差を補う資本の移入あるいは資本の移出によって達成する。そ
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のため，利子率の上昇につれて，下方への移動は圏内経済均衡線で、明記すれば
資本収支は改善する。このことは再び貿易収支の赤字を除くと同時に，国際収
支の均衡をもたらせる。従って 国際経済均衡線つまり国際収支均衡線の勾配
は国内経済均衡線の勾配よりも急な勾配の形状になる。これらの曲線の間隔が
大きければ大きいほど，資本の流れは囲内の利子率低下にますます反応する。
二つの反応線が相互に離れた形状であれば，唯一の交点Qだけが存在する。こ
のQ点では，国内経済均衡線も国際経済均衡線も財政政策手段と金融政策手段
で同時に達成できる。
いま，出発状態がある特定の財政政策と金融政策の組合せは国際収支が赤字
のときの国内経済均衡に達する（ Z点）べきであり，また国際均衡が黒字予算
の増加から成り立つべきであるとする。このことは国内経済の過少雇用（T点）
という犠牲を払って得るものである。この犠牲は利子率の低下によって除去す
れば，再び国際収支の赤字（U点）が増大する。このようにして，「その政策
手段の階序は上下して不安定なものになる。」
これに対して，国際収支の赤字縮小のために，金融政策手段を投入し，財政
支出を拡大すれば， UTZ Qをたどって同時均衡点Qが成立する。従って，一
方では金融政策と国際経済の安定性の組合せが安定的に作用し，他方では財政
政策と国内経済均衡の組合せが安定的に作用するであろう。
これらの結果は二つの政策手段の相異なる技術的特徴に起因する。財政政策
は黒字予算の変更について直接圏内の有効需要水準に作用し，間接的に貿易収
支水準に作用する。金融政策は利子率の変動を通じて有効需要水準や貿易収支
の状況だけでなく，国際資本移動，ひいては国際収支の状況に影響を与える。
この意味で，国際経済の安定目的に関しては財政政策手段が有効で、あり，この
目的を達成させるために投入するものである。この投入は何を意味するのであ
ろうか口それは一般にそのように異なる効果分析に基づいてその目的を最良に
達成するのに役立つ政策目的と競合する政策手段を確定すべきであることを意
味する。この解釈に対応して 最適の政策目的と政策手段の組合せを作る場合
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図3-6 マンデルによる政策目的と政策手段の階序
黒字予算 国際経済均衡線
デフレ・黒字
インフレ・赤字
。 利子率
資料： Mundell,R. A., "The Appropriate Use of Monetary and Fiscal Policy 
for internal and external Stability” in Smith, W. L. and Teigen, 
R. L. (ed.) Reading iη Money, Nαtional Income αnd Stαbilization, 
Irwin 1965, pp. 515-519, esp. p. 516. 
の政策手段を適切に選択する場合には，「マンデルの命題」が成り立つことに
なる。この命題は，「政策目的と政策手段の体系内では，自由に扱える政策手
段は唯一の政策目的を階序づけるので その時々の大きな部分効果が得られる」
ということである。
この命題はテインベルヘンの命題に欠かせない具体的内容を与えるものであ
る。むろん自由に扱える政策手段はある特定の政策目的を達成するのに役立た
ないことになる。それは所与の政策目的の達成を阻害する「構造的な次元の欠
陥」207）から生じることである。つまり，政策手段が問題領域を取り除くとい
うけである。
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そのような場合には，その技術的特徴に基づいて欠陥を埋められる政策手段
を追求すべきである。そのため すべての政策目的変数は適切な政策手段と組
み合わされている。この組合せによって有効適切な目的・手段体系の十分な構
成条件を満たすための原則あるいは基準を決めていく必要がある。
（以下，次号へつづく）
注と参考文献
158) Bucher, K., a. a. 0., SS. 98-116. 
159) Kirschen, E. S. u. a., , Instrumente der praktischen Wirtschaftspolitik und 
ihre Trager" , in Gafgen, G.(Hrsg.), a. a. 0., SS. 274-306. 
160) Tuchtfeldt, E., Bausteine, a. a. 0., SS. 272-324. 
161) Gaf gen, G., Theorie, a. a. 0., SS. 33-46. 
162) Durr, E., Proze0politik, a. a. 0., SS. 207-209. 
163) Tuchtfeldt, T., Das Instrumentarium, a. a. 0., SS. 55-57. 
164) Kruger, R., a. a. 0., SS. 48-49. 
165) Tinbergen, J., On the Theory, op. cit., p. 2. 
166) Tinbergen, J., On the Theory, op. cit., p. 3. 
167) Tinbergen, J., Economic Policy. Principlesαnd Design, Amsterdam, 1956, p. 
71. 
168) Tuchtfeldt, J., a. a. 0., (2), S. 264. 
169) 分類基準に内在する一つの問題点は「構造」概念をどのように規定して扱うかというこ
とである。この問題点の所在は「秩序」概念にも関連している。「秩序Jに関する与件をオ
イケンの意味で単に「法的・社会的秩序Jと理解する論者が多いからである。その他のマク
ロ経済の与件（人口，自然，技術的知識など）については「構造」という表わし方でまとめ
ることができる。この意味で，例えば，ハインリッヒとゼラフイームは経済基盤（＝構造）
と経済秩序における質的領域を分けている。その限りでは，この2区分はあらゆる経済活動
の長期的基礎（その構造を決定する諸要素）と政策的意思形成を行って成り立つものである。
しかし，経済政策が法制で明示される場合，秩序と構造を同等視する見解がある。そのほ
か，長期の経済基礎という意味で，「構造」概念はミクロ経済秩序政策の場合の体系化にお
いて，しかも生産法制の枠内で明白になる。 「構造」概念については，タールハイムの見解
が格別有用である。
Thalheim, K. C., ,,Ausri0 einer volkswirtschaftlichen Strukturlehre”， ZfdgSt, 
Bd. 9, 1939, SS. 464-515. Ders., Zum Problem, a. a. 0., SS. 578-579. 
- 80 ( 464 )-
170) Tuchtfeldt, E., a. a. 0., (2), S. 267. 
171) 向上。
172) 向上。
173) Zinn, K. G., Allgemeine Wirtschαiftspolitik, Stuttgart 1970, SS. 173-174. 
174) Zinn, K. G., a. a. 0., S. 173. 
175) Piitz, T., G山花dlagen,a. a. 0., S. 146, S. 151；邦訳書， 191頁， 196頁。
176) Piitz, T., Grundlagen, a. a. 0., SS. 148-149；邦訳書， 192-196頁。
177) Ohm, H., a. a. 0., S. 76. 
178) Putz, T., Grundlαgeη，a. a. 0., SS. 146-150；邦訳書， 191-196頁。
179) Putz, T., Grundlagen, a. a. 0., SS. 151-155；邦訳書， 196-201頁。
180) Putz, T., G山花dlagen,a. a. 0., S. 187；邦訳書， 239頁。
181) Piitz, T., Grundlαgen, a. a. 0., S. 112；邦訳書， 152頁。
182) Seraphim, H. -J., a. a. 0., SS. 299-301. 
183) Schmidt, K. -H., Wirtschαiftspolitik, Stuttgart 1979, SS. 139-146. 
184) Mehler, F., a. a. 0., S. 210. 
185) Tinbergen, J., 0η the Theory, op. cit., p. 7. 
186) この事情を，例えば，コルムズ（K.Kolms）は間接的政策（Indirekte Politik）と名
づけ，部門政策（市場政策，生産政策，投資政策，貨幣政策，財政政策で表わされる量的政
策や質的政策）で表わした質的政策と量的政策に2区分している。 Kolms,K., Marktwirt-
schaft und Wirtschaftspolitik, Frankfurt a. m. 1958, SS. 45-56. 
187) Mehler, F., a. a. 0., S. 212. 
188) 向上。
189) Mehler, F., a. a. 0., S. 213. 
190) Gafgen, G., Theorie, a. a. 0., S. 120. 
191) Tuchtfeldt, T., Wirtschaftspolitik, a. a. 0., S. 194. Korner, H., a. a. 0., S. 68. 
192) Putz, T., Grundlαgen, a. a. 0., SS. 114-146, S. 181；邦訳書， 153-191頁， 232頁。
193) Kantzenbach, E., a. a. 0., SS. 71-72. 
194) Korner, H., a. a. 0., S. 69. 
195) Gafgen, G., Theorie, a. a. 0., S. 35. 
196) Putz, T., Grundlagen, a. a. 0., SS. 147-148；邦訳書， 192-196.
197) Korner, H., a. a. 0., S. 71. 
198) Gafgen, G., Theorie, a. a. 0., S. 46. 
199) Zinn, K. G., a. a. 0., S. 175. 
200) Korner, H., a. a. 0., S. 72. 
201) 向上。
202) Korner, H., a. a. 0., S. 73. 
203) Tinbergen, J., On the Theory, op. cit., p. 13. 
- 81 ( 465) -
204) Tinbergen, J., On the Theory, op. cit., p. 15. 
205) Mundell, R. A.，“The Appropriate Use of Monetary and Fiscal Policy for 
internal and external Stability", in Smith, W. L. and Teigen, R.L.(ed.), Reading 
in Money, Nαtional Income αnd Stαbilizαtion Policy, 3rd ed., 1974, pp. 515-519. 
このマンデルの論文では，モデルは数式では説明されていないが数式で説明した論文は
次のものである。 Mundell, R. A., ＇‘Monetary Dynamics of international Readjust-
ment under the fixed Exchange Rate and the floating Exchange Rate" , QJE, V 
ol. 74, 1960, pp. 227-257. 
206) Mundell, R. A., The Appropriate, op. cit., p. 519. 
207) Kuhn, H., ,,Dimensionsdefekte in der Stabilisierungspolitik. Zur Logik des 
wirtschaf tspo litischen :>-Ziel-Konflikts ＜”， ZJN, Bd. 35,1975, SS. 391-420. 
- 82 ( 466）ー
